






























 竹島の日  2月22日 ■

15周年を迎えた「竹島の日」

拓殖大学教授 下條　正男（竹島問題研究会座長）

　「竹島の日」の式典は、今年で第15回目を迎える。
私の記憶では、第5回か6回目の式典後の講演で、

「竹島の日」の式典は止めるべきだと発言した覚え
がある。「竹島の日」条例を制定した目的は「竹島
の領土権確立」にあって、式典の存続ではないからだ。
　それに近年、式典では若手の国家議員等が各党を
代表して、祝辞を述べることが多くなった。中には

「本日はおめでとうございます」と挨拶する議員も
いる。「竹島の日」の式典を挙行することが、合目
的化されてしまったことを象徴的に物語っている。
特にそれは中央政府から政務官が参席し、担当大
臣が任期終了間際に島根県を訪れるようになって、
その傾向が強まった。
　だが、日本政府と国会議員の先生方には、忘れて
もらっては困ることがある。それは2005年3月、島
根県議会が「竹島の日」条例を成立させようとする
と、条例の設立を阻止しようと島根県を牽制したの
が、外務大臣と外務省高官だったという事実である。
　それが大きく変化したのは、2011年夏、自民党の
新藤義孝議員等が欝陵島にある「独島博物館」の視
察を計画し、それを実施しようとして入国拒否され
た時からである。
　この自民党内の「領土に関する特命委員会」の面々
が、欝陵島訪問計画を立てたのは、第6回目の「竹
島の日」の式典後に行われたシンポジウムがきっか
けだった。私自身もその第一陣として仁川空港に向
かったが、入国拒否された。
　だが、この入国拒否事件を経て、竹島問題の潮目
が変わった。翌年8月、韓国の李明博大統領が現職
としては初めて竹島に上陸し、日本政府も事の深刻
さを実感したのだろう。
　日本政府は2013年、「領土・主権対策企画調整室」
を設置し、2018年には、日比谷公園内の市政会館に

「領土・主権展示館」を開設したからだ。しかし、
それは島根県が2005年6月に「竹島問題研究会」を
発足させ、2007年に開設した「竹島資料室」の後追
いでしかなかった。
　外務省のホームページで「竹島は日本固有の領
土」、「韓国に不法占拠されている」としたのは、島
根県の「竹島の日」条例が契機となっている。領土
を侵奪され、国家主権が侵されていても、一地方自
治体の後追いでは、解決すべき外交懸案も先送りさ
れるだけである。
　その日本政府は、「情報発信」が重要だとして、

「領土・主権展示館」を拡充するというが、これは
領土の一部を侵奪された国家がすることではない。
すでに島根県の竹島問題研究会では韓国側の研究機
関と論争を続け、韓国側の主張を論破した。いまさ
ら日本国民の啓発を目的として何になるのだろうか。
　これは島根県が竹島の領土権確立を目指し、「竹
島の日」条例を制定した時が勝負の分かれ目であっ
た。韓国では後の「東北アジア歴史財団」の設立を
決めたのは、「竹島の日」条例が成立する 9 日前で
ある。この韓国の国策研究機関は、「竹島問題」の
外に、「慰安婦問題」、「日本海呼称問題」、「歴史教
科書問題」、「徴用工問題」でも司令塔的役割を果た
してきた。
　情報発信は巨費を投じたからといって、できるも
のではない。当然、費用対効果は考えるべきである。
それに島根県や韓国政府にできたことが、日本政府
には何故できないのか。
　「竹島の日」の式典は今年で15回を迎えてしまっ
た。本来、「竹島の日」の式典は、「竹島の日」をな
くすことが目的であった。「竹島の日」条例の制定
15年目を迎えた今、原点に立ち戻ることのできる叡
智が必要である。　　　　　　　
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―竹島の日条例制定から15年となります。
　「竹島は1905年に島根県に帰属したのだと、国内外にはっきりと宣明しました。
国を突き動かす原動力になりました」
―課題もあります。
　「制定から15年が過ぎ、風化しつつあるという面は否めないところがあります。
奪還するという強烈な思いで動いたのに、１ミリも進んでいません。韓国の大統領
や国会議員が竹島に上陸し、2019年には竹島周辺で韓国軍がロシアに対して警告射

撃をする事態も起きました。歯がゆいです。制定で何が動いたのかと県民に問い詰められると、無力感に
さいなまれるところがあります。この状況から脱却し、世界の耳目を竹島問題に集めるような、ドラスチッ
クな何かができないかと考えています。ただ、非常に難しいところがあり、苦悩しています」
―韓国の実力支配が続きます。
　「今の状態が続くと、いつか韓国の島ということになってしまわないかと大変危惧しています。遺憾など
という言葉ではなく、この状況を打破する具体的な方法を考えなければなりません」
―竹島については特別な思いをお持ちです。
　「竹島を一方的に韓国側に取り込んだ李承晩ラインが1952年に引かれました。地元の松江市美保関町や島
根半島の漁師がラインを越えて拿捕されました。亡くなった人もいます。漁師や家族は大変な思いをしま
した。私も毎日、李承晩ラインという言葉を聞き、子ども心に恐ろしいと思いました。竹島の日条例を制
定しようというとき、中央の有力政治家が反対しました。地元ではひるんだ人もいました。「あなたたちに
は李承晩ラインに対する思いがなかろう。これはやらないといけない」。そう言って説得しました。強烈な
思いを持たなければ、ことはなりません。議連として竹島問題をリードしていきます」

関係者の声

濱田  利長氏 （隠岐島漁業協同組合連合会代表理事）

―長く要望活動を展開してきました。変化を感じますか。
　「以前、国に要望に行った時、課長くらいの役人に対応されましたが、今では各
省庁の幹部と会えるようになり、じっくり我々の思いを伝えられるようになりまし
た。政府の啓発施設『領土・主権展示館』が完成し、2018年、19年には領土問題担
当 相 が 島 根 県 隠 岐 の 島 町 に 足 を 運 び ま し た。国 の 姿 勢 は 変 化 し て き て い
ます」
―竹島はどんな漁場だったのでしょうか。

　「ワカメがびっしり生え、アワビの上にアワビがあるようなところだったそうです。地元でメチと呼ばれ
るアシカの猟も盛んでした」
―漁ができないまま、年月がたちました。
　「隠岐島漁業協同組合連合会に竹島での漁業権が与えられています。定期的に更新しています。漁ができ
ないからといって更新をやめてしまえば、『日本が竹島は自分たちのものでないと認めた』などとして韓国
につけ込まれるすきを与えてしまいます」
―問題の打開策はありますか。
　「一足飛びの解決は難しいと思います。まずは、韓国の漁業者と一緒に竹島の漁場を使えるようにできな
いかと考えています。そこから交流を深めていき、返還へと道筋を付けるしかないと思います」
―今後、どんなことに力を入れますか。
　「要望活動を今後も強力に展開します。竹島漁猟の拠点となった隠岐の島町久見に久見竹島歴史館ができ
ました。隠岐の島町の玄関口である西郷港にも啓発施設があれば一層の啓発につながります。あきらめず
に活動を続けます」

諏訪邊  泰敬氏 （県土・竹島を守る会会長）

―活動を始めて15年になります。
　「島根県議会議員や国会議員に陳情するなど、政治家を通じて政府に声が届くよ
うに取り組んできました。当初は門前払いに近いような対応を受けたこともありま
したが、鈴木宗男元衆院議員（現参院議員）や上代義郎元島根県議のように親身に
なって下さる方もいました。熱心に活動した結果、教科書に竹島は日本の領土であ
ると載るようになり、政府の啓発施設『領土・主権展示館』もできました。2018年
には、守る会の主催で、東京で集会を開きました。想像以上の来場がありました。

首都での情報発信の効果は大きいと思います。多くの方の理解が得られるようになり、活動が浸透しつつ
あると感じます」
―全国に千人いる会員が高齢化しており、活動の先細りが不安材料です。
　「若い方も少しずつ入会していますが、それ以上に、高齢会員が亡くなる数の方が多いのが現状です。若
い人に話をして地道に啓発していくことが必要だと感じています。北方領土問題のように、各都道府県に
事務局を置いて、各地で竹島問題が啓発されるようになることも大事ですので、訴えていきたいと思います。
若い方に入ってもらうのは最重要案件です。話して歩くのに加え、ホームページの活用など、若い方に関
心を持ってもらえるような方法を考えていきます」
―今後への意気込みを。
　「国際司法裁判所（ＩＣＪ）への提訴や、国として竹島の日を制定して、政府主催の式典を開くことなど
が実現していません。地元島根の方々と一緒になって地道な運動を続け、国を動かしていきます」

曽田  和彦氏 （島根県竹島・北方領土問題教育者会議会長）

―歩みを振り返って、どんな思いでしょうか。
　「竹島をめぐる教育は大きく前進した15年と言えます。竹島の日条例の制定で、
授業をする教員が自信を持って竹島について教えられるようになりました。教員や
島根県教育委員会、島根県竹島問題研究会、竹島・北方領土返還要求運動島根県民
会議など、多くの先達の積み重ねによって、ここまで来られました」
―竹島学習が若い世代に浸透しつつあります。国の学習指導要領では、「わが国
固有の領土」と明記されました。

　「島根県政世論調査によると、若い世代の竹島問題への関心が高まり、理解が深まっていることがわかっ
ています。中学生作文コンクールでは『自分にできることは何か』という主体的な行動に結びつけたいと
考える記述が増えています。社会参画の意欲が高まっています。学習指導要領への明記により、竹島学習
の広がりが期待できます。今まで竹島について知らなかった人が知るようになります。大きな一歩です。
何かしなくちゃと思う子どもたちの熱を受け止めて応えられるよう、大人が頑張らないといけません」
―学びをどう深めますか。
　「国家の主権が侵害されている問題との認識に加え、人権という視点を取り入れるべきだと思います。竹
島という大事にしてきた場所に行けない、漁ができないというのは、人権に関わる問題です。自分の生活に
重ねて考えることで『自分ごと』になっていきます。子どもだけでなく、大人の方への周知も欠かせません。
学校教育に加えて、公民館事業に講師を派遣するなど、社会教育への協力にも取り組んでいきたいです」
―今後への意気込みを。
　「平和的に領土問題を解決したいものです。世界のモデルケースづくりに取り組んでいるのだという気概
を持って、みんなで一緒になって、あきらめずにできることをしていきます。平和的解決の先にこそ、互
いに心から信じ合える真の日韓関係、幸せな日韓関係が生まれると信じています」

「竹島の日」条例制定から15周年を迎えました。竹島問題を巡る状況の変化や問題解決に向けての課題、
取り組んできた活動の成果と今後の展望などを関係者に聞きました。

「竹島の日」条例制定から15周年を迎えました。竹島問題を巡る状況の変化や問題解決に向けての課題、
取り組んできた活動の成果と今後の展望などを関係者に聞きました。

小沢  秀多氏 （竹島領土権確立島根県議会議員連盟会長）
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―竹島の日条例制定から15年となります。
　「竹島は1905年に島根県に帰属したのだと、国内外にはっきりと宣明しました。
国を突き動かす原動力になりました」
―課題もあります。
　「制定から15年が過ぎ、風化しつつあるという面は否めないところがあります。
奪還するという強烈な思いで動いたのに、１ミリも進んでいません。韓国の大統領
や国会議員が竹島に上陸し、2019年には竹島周辺で韓国軍がロシアに対して警告射

撃をする事態も起きました。歯がゆいです。制定で何が動いたのかと県民に問い詰められると、無力感に
さいなまれるところがあります。この状況から脱却し、世界の耳目を竹島問題に集めるような、ドラスチッ
クな何かができないかと考えています。ただ、非常に難しいところがあり、苦悩しています」
―韓国の実力支配が続きます。
　「今の状態が続くと、いつか韓国の島ということになってしまわないかと大変危惧しています。遺憾など
という言葉ではなく、この状況を打破する具体的な方法を考えなければなりません」
―竹島については特別な思いをお持ちです。
　「竹島を一方的に韓国側に取り込んだ李承晩ラインが1952年に引かれました。地元の松江市美保関町や島
根半島の漁師がラインを越えて拿捕されました。亡くなった人もいます。漁師や家族は大変な思いをしま
した。私も毎日、李承晩ラインという言葉を聞き、子ども心に恐ろしいと思いました。竹島の日条例を制
定しようというとき、中央の有力政治家が反対しました。地元ではひるんだ人もいました。「あなたたちに
は李承晩ラインに対する思いがなかろう。これはやらないといけない」。そう言って説得しました。強烈な
思いを持たなければ、ことはなりません。議連として竹島問題をリードしていきます」

関係者の声

濱田  利長氏 （隠岐島漁業協同組合連合会代表理事）

―長く要望活動を展開してきました。変化を感じますか。
　「以前、国に要望に行った時、課長くらいの役人に対応されましたが、今では各
省庁の幹部と会えるようになり、じっくり我々の思いを伝えられるようになりまし
た。政府の啓発施設『領土・主権展示館』が完成し、2018年、19年には領土問題担
当 相 が 島 根 県 隠 岐 の 島 町 に 足 を 運 び ま し た。国 の 姿 勢 は 変 化 し て き て い
ます」
―竹島はどんな漁場だったのでしょうか。

　「ワカメがびっしり生え、アワビの上にアワビがあるようなところだったそうです。地元でメチと呼ばれ
るアシカの猟も盛んでした」
―漁ができないまま、年月がたちました。
　「隠岐島漁業協同組合連合会に竹島での漁業権が与えられています。定期的に更新しています。漁ができ
ないからといって更新をやめてしまえば、『日本が竹島は自分たちのものでないと認めた』などとして韓国
につけ込まれるすきを与えてしまいます」
―問題の打開策はありますか。
　「一足飛びの解決は難しいと思います。まずは、韓国の漁業者と一緒に竹島の漁場を使えるようにできな
いかと考えています。そこから交流を深めていき、返還へと道筋を付けるしかないと思います」
―今後、どんなことに力を入れますか。
　「要望活動を今後も強力に展開します。竹島漁猟の拠点となった隠岐の島町久見に久見竹島歴史館ができ
ました。隠岐の島町の玄関口である西郷港にも啓発施設があれば一層の啓発につながります。あきらめず
に活動を続けます」

諏訪邊  泰敬氏 （県土・竹島を守る会会長）

―活動を始めて15年になります。
　「島根県議会議員や国会議員に陳情するなど、政治家を通じて政府に声が届くよ
うに取り組んできました。当初は門前払いに近いような対応を受けたこともありま
したが、鈴木宗男元衆院議員（現参院議員）や上代義郎元島根県議のように親身に
なって下さる方もいました。熱心に活動した結果、教科書に竹島は日本の領土であ
ると載るようになり、政府の啓発施設『領土・主権展示館』もできました。2018年
には、守る会の主催で、東京で集会を開きました。想像以上の来場がありました。

首都での情報発信の効果は大きいと思います。多くの方の理解が得られるようになり、活動が浸透しつつ
あると感じます」
―全国に千人いる会員が高齢化しており、活動の先細りが不安材料です。
　「若い方も少しずつ入会していますが、それ以上に、高齢会員が亡くなる数の方が多いのが現状です。若
い人に話をして地道に啓発していくことが必要だと感じています。北方領土問題のように、各都道府県に
事務局を置いて、各地で竹島問題が啓発されるようになることも大事ですので、訴えていきたいと思います。
若い方に入ってもらうのは最重要案件です。話して歩くのに加え、ホームページの活用など、若い方に関
心を持ってもらえるような方法を考えていきます」
―今後への意気込みを。
　「国際司法裁判所（ＩＣＪ）への提訴や、国として竹島の日を制定して、政府主催の式典を開くことなど
が実現していません。地元島根の方々と一緒になって地道な運動を続け、国を動かしていきます」

曽田  和彦氏 （島根県竹島・北方領土問題教育者会議会長）

―歩みを振り返って、どんな思いでしょうか。
　「竹島をめぐる教育は大きく前進した15年と言えます。竹島の日条例の制定で、
授業をする教員が自信を持って竹島について教えられるようになりました。教員や
島根県教育委員会、島根県竹島問題研究会、竹島・北方領土返還要求運動島根県民
会議など、多くの先達の積み重ねによって、ここまで来られました」
―竹島学習が若い世代に浸透しつつあります。国の学習指導要領では、「わが国
固有の領土」と明記されました。

　「島根県政世論調査によると、若い世代の竹島問題への関心が高まり、理解が深まっていることがわかっ
ています。中学生作文コンクールでは『自分にできることは何か』という主体的な行動に結びつけたいと
考える記述が増えています。社会参画の意欲が高まっています。学習指導要領への明記により、竹島学習
の広がりが期待できます。今まで竹島について知らなかった人が知るようになります。大きな一歩です。
何かしなくちゃと思う子どもたちの熱を受け止めて応えられるよう、大人が頑張らないといけません」
―学びをどう深めますか。
　「国家の主権が侵害されている問題との認識に加え、人権という視点を取り入れるべきだと思います。竹
島という大事にしてきた場所に行けない、漁ができないというのは、人権に関わる問題です。自分の生活に
重ねて考えることで『自分ごと』になっていきます。子どもだけでなく、大人の方への周知も欠かせません。
学校教育に加えて、公民館事業に講師を派遣するなど、社会教育への協力にも取り組んでいきたいです」
―今後への意気込みを。
　「平和的に領土問題を解決したいものです。世界のモデルケースづくりに取り組んでいるのだという気概
を持って、みんなで一緒になって、あきらめずにできることをしていきます。平和的解決の先にこそ、互
いに心から信じ合える真の日韓関係、幸せな日韓関係が生まれると信じています」

「竹島の日」条例制定から15周年を迎えました。竹島問題を巡る状況の変化や問題解決に向けての課題、
取り組んできた活動の成果と今後の展望などを関係者に聞きました。

「竹島の日」条例制定から15周年を迎えました。竹島問題を巡る状況の変化や問題解決に向けての課題、
取り組んできた活動の成果と今後の展望などを関係者に聞きました。

小沢  秀多氏 （竹島領土権確立島根県議会議員連盟会長）
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■  竹島の日  2月22日

日本の領土を守るため行動する議員連盟会長

新藤義孝衆院議員に
　　　インタビュー
　島根県が竹島の日条例を制定して15年。超党派の国会議員でつくる

「日本の領土を守るため行動する議員連盟」（領土議連）の新藤義孝会長
（衆院議員、元総務相）に、条例の意義や今後への思いを聞きました。
―条例制定は何を変えましたか。
　「本来、国政がやるべきことを島根県が頑張り、政府を動かす原動力になりました。2012年に初めて領土問題
担当相が任命され、13年には内閣官房に領土・主権対策企画調整室が設けられました。竹島に関する国の世論調
査も始まりました。学習指導要領の改訂により、教科書に領土問題の記述がしっかりなされるようになりました。
18年には政府の啓発施設『領土・主権展示館』（東京都）が開館しました。活動強化の大本にあるのが、島根県
の皆さんの活躍でした。島根の皆さんは純朴で温厚で優しいです。一方で、頑固で筋を曲げません。信頼できる
人々です。だからこそ、海外などからの妨害をはねのけて、条例を制定できたのだと思います」
―東京・日比谷にあった領土・主権展示館は2020年1月に虎ノ門に移転。展示が大幅に充実します。
　「３Ｄ映像やプロジェクションマッピングなどの技術を導入し、体感的な展示をします。多目的スペースを設
けますので、領土関連の研修や講演もできます。島根県の教員に竹島に関する授業を実践してもらい、全国の教
員に学んでもらうといったこともできるでしょう。外国に日本の主張を届けるため、英語や韓国語での多言語発
信もします。北海道から沖縄まで全国を巡回展示して、啓発を強めます」
―竹島の日の記念式典を政府が主催してほしいという声があります。
　「政府主催とするには、まずは竹島問題を法的に位置づける必要があります。北方領土問題に取り組む内閣府
の北方対策本部は、設置法によって、業務として問題解決に向けた運動をすることと定められています。一方、
竹島問題については、解決するという目標はありますが、法的な面で未整備な部分があります。竹島の日の式典
を政府主催とするために、対策本部の設置などにつながる法的な整備を領土議連として引き続き求めていきます」
―日韓関係が冷え込んでいます。
　「ここ1年間程でさまざまな行動を韓国が一方的に取っており、まことに残念です。日本統治時代に労働させら
れたと訴える朝鮮半島出身の労働者に損害賠償するよう日本企業に命じる判決を韓国の大法院（最高裁）が出し
ました。日韓関係を根幹から崩す判決です。慰安婦問題に関して2015年の日韓合意に基づいて設置された財団も
一方的に解散しました。18年末には韓国艦艇が自衛隊機に火器管制レーダーを照射しました。竹島を巡っては、
韓国の国会議員が上陸し、軍事訓練も繰り返しています。竹島周辺を海洋調査船が航行し、上空での軍用機の飛
行もありました。一連の動きの中で注意すべきは、韓国が事実に基づかないことを前提に、自らの主張を正当化
しているところです。事実を曲げることは、真の日韓友好になりません。竹島問題でも、あたかも昔から韓国の
ものだった竹島を日本が侵略して奪ったかのように主張しています。しかし、韓国が領有権を主張できる歴史的
事実は何一つありません。韓国に配慮して、本来のルールを曲げるのではなく、本当のことを言って聞く耳を持っ
てもらう状況を開いていかなければなりません。真の日韓関係を築いていく上で、今はむしろチャンスです。妥
協せず、日本の主張を韓国に訴え続けていかないといけません」
―竹島問題に関する今後への思いや島根県民へのメッセージをお願いします。
　「国家の成立に関わる問題です。歴史の事実と国際法の下で、正義を持って平和的に解決します。日本国民、
韓国国民、世界の人々に事実とは何なのかをきちんと伝えていきます。一朝一夕に解決する問題ではありません
が、地道な努力と、必ず解決するという覚悟で取り組みます。一歩ずつ解決に向けて近づいているのは間違いあ
りません。領土・主権展示館の拡充により、歩みのスピードが速くなると期待しています。国を動かすのは国民
の意思です。国民の声を、解決を願う声を高めていくことによって、解決へと近づいていきます。竹島での漁業
の歴史は隠岐の島など地域の資産です。豊かな歴史を世界の人々に発信すれば、訪ねたくなるはずです。竹島に
ゆかりがある場所を回るツアーを組めば、観光客が増え、経済的に潤います。竹島という祖先が残した財産を活
かすのも私たちの責任です。解決に向けて島根の皆さんが先頭に立って努力していることを高く評価するととも
に、領土議連も精いっぱい力を尽くします」
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竹島資料収集施設として開設した「久見竹島歴史館」

 竹島の日  2月22日 ■

隠岐島民の切実な願いである
　　　　　　　竹島問題の解決

竹島領土権確立隠岐期成同盟会会長
池田  高世偉（隠岐の島町長）

　島根県議会における「竹島の日」条例の制定以降、
はや15年が経過いたしました。その間、県竹島問題
研究会の設置による学術的研究・調査の進展や竹
島問題副教材の作成と活用による竹島教育の充実
など、県民世論を喚起していただいた島根県議会、
島根県当局に心より感謝を申し上げます。
　また、内閣官房領土・主権対策企画調整室の設置
や外務省のシンクタンクの設置により国の調査が島
根県で行われていることは非常に意義深いものであ
ります。
　しかし、ご承知のように竹島における漁業権が行
使できなくなりましてから、すでに60年余りが過ぎ
ようとしており、平成8年（1996）に結成した「竹
島領土権確立隠岐期成同盟会」は、毎年政府及び関
係官庁に対して、竹島領土権の早期確立についての
要望活動を行ってまいりましたが、要望の大半は未
だ叶えられておりません。
　かつて竹島において、実際に漁業活動を行った隠
岐島住民はすでになく、その記憶を引き継ぐ子孫も
高齢化が進んでいく中で、１日も早い解決のため、

国による国内外への積極的な情報発信、そして啓発
施設の建設を強く望んでいるところです。
　隠岐の島町においては、平成28年（2016）に久見
地区に「竹島資料収集施設」を開設いたしました。
この施設では展示を目的とした施設ではなく、聞き
取り調査、資料収集調査を中心とした活動を行うた
めのものであり、今後も「竹島問題」が風化しない
よう、町の姿勢を示すシンボルとなる施設でありま
す。出前講座などを定期的に実施し、意識啓発を強
化していきます。
　引き続き町としての取り組みは行っていきますが、
竹島問題は国家の主権に関わる問題であり、解決に
は強いリーダーシップが必要不可欠であります。
　近年の領土・領空・領海をめぐる近隣諸外国との
問題意識が国民の間に共有されつつありますこの
機会に、改めて竹島問題に対する日本政府の基本
的姿勢が問われており、15周年という節目を迎え、
さらなる国民世論の盛り上がりと、問題解決の前進
を引き続き粘り強く訴えていきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和2（2020）年2月
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■  竹島の日  2月22日

竹島問題の解決に向けて

竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議会長
中村　芳信（島根県議会議長）

　平成17（2005）年3月に、島根県議会において「竹
島の日を定める条例」が可決されて以来、島根県と
ともに開催してきた「竹島の日」記念式典が、令和
2（2020）年2月22日で15回目を迎えることとなりま
した。
　これまで、「竹島の日」記念式典の開催、並びに
竹島の領土権確立に向け、皆様方から賜りましたご
理解とご支援に厚く御礼申し上げます。
　竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議は、全
国で唯一、名称に「竹島」を冠する県民会議として、
昭和62（1987）年3月11日に、県内の官民45団体が
加盟する県民運動団体として設立されました。
　当時は、県内においても竹島問題の啓発が進んで
いるとは言い難い状況の中、竹島問題のリーフレッ
ト作りから始め、啓発パネル展や県民大会の開催な
ど、竹島の返還促進に向けた運動を展開してまいり
ました。
　とりわけ、平成15（2003）年に島根県など関係
団体とともに開催した「竹島・北方領土返還要求
運動島根大会」は、領土権確立の原点である隠岐
島を会場に、多くの方々にご参加いただき大きな
盛り上がりを見せ、その後の「竹島の日を定める
条例」制定への大きな推進力となりました。また、
平成18（2006）年6月には、2万7千人を超える署名
を添えて国会に提出した、竹島の領土権の早期確立
に関する請願が衆参両院本会議で採択されるなど、
大きな成果へと繋がりました。
　また、全国的な国民運動への盛り上がりに繋げる
ため、日本の領土を守るため行動する議員連盟とと
もに、東京集会をこれまで4回開催し、政府や国会

議員、国内世論に向けて、隠岐を中心とした島根県
民の声を直接届け、竹島の領土権の早期確立を強く
訴えてまいったところです。
　このほか、竹島問題への国民の関心を高めるため、
平成29（2017）年には竹島問題に関する新しい標語
を募集し、「竹島は　島根の宝　わが領土」等入賞
作品は啓発グッズやポスターなどに幅広く利用され、
県内外での啓発に役立てられております。
　国民運動としての今後を考える上で欠くことので
きないのは、将来を担う青少年の教育であります。
その基礎を作るため、北方領土の研修会、現地視察、
北方四島交流等に参加された社会科教諭を中心に、
島根県竹島 ･ 北方領土問題教育者会議を設けてい�
ます。
　この教育者会議を中心として作成された、小中学
校用の学習リーフレットや副教材ＤＶＤは、県内全
ての公立小中学校の竹島学習において使用されてい
ます。この学習を基に「竹島・北方領土問題を考え
る中学生作文コンクール」を実施し、10回目とな
る令和元年は24校の参加を得るにまで至りました。
今後も、このような学校での竹島学習を継続して進
めてまいります。
　領土問題の解決は政府間の交渉に委ねるしかあ
りません。しかし政府を動かし後押しするために、
県民の熱意と国民世論の盛り上がりは不可欠です。
今後とも竹島問題の早期解決に向けた皆様方の一層
のご理解とご支援をお願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和2（2020）年2月
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竹 島 関 連 年 表 （20世紀以降）

年 出　来　事

1904（明治 37）年

1905（明治 38）年

　　　　 〃

1945（昭和 20）年

1951（昭和 26）年

　　　　 〃

1952（昭和 27）年

　　　　 〃

1953（昭和 28）年

　　　　 〃

1962（昭和 37）年

1965（昭和 40）年

1977（昭和 52）年

　　　　 〃

1978（昭和 53）年

1987（昭和 62）年

1996（平成８）年

1999（平成 11）年

2002（平成 14）年

2005（平成 17）年

　　　　 〃

2007（平成 19）年

2011（平成 23）年

2012（平成 24）年

　　　　 〃

　　　　 〃  

　　　　 〃

2013（平成 25）年

　　　　 〃

2014（平成 26）年

2016（平成 28）年

2017（平成 29）年

　　　　 〃

2018（平成 30）年

　　　　 〃

2020（令和 2）年

中井養三郎、｢りやんこ島｣（現在の竹島）の領土編入と貸し下げを出願

日本政府、閣議で「竹島」と命名し、領土編入ならびに隠岐島司の所管を決定

島根県知事が、｢島根県告示第四十号｣により、竹島の地名と所管を公示

日本が｢ポツダム宣言｣の受諾を表明。第２次世界大戦終了

米国政府が、竹島を韓国領とする韓国政府の要望を拒否（いわゆる｢ラスク書簡｣）

｢サンフランシスコ平和条約｣調印。朝鮮の放棄を規定、竹島の日本保持が確定

韓国･李承晩大統領が、一方的に｢李承晩ライン｣を設けて、竹島の領有を主張

日本政府、韓国政府に対し、｢李ライン｣と竹島領有主張に抗議

島根県と海上保安庁が共同で竹島を調査、領土標識を設置

韓国政府、｢李ライン｣内からの日本漁船の退去を命じ、拿捕の強行を開始

島根県議会が｢竹島の領土権確保に関する決議｣を可決

｢日韓基本関係条約｣｢日韓漁業協定｣｢紛争解決に関する交換公文｣ 調印・発効

島根県議会が｢竹島の領土権の確保並びに周辺漁場の安全確保に関する要望決議｣を可決

島根県竹島問題解決促進協議会の設立

韓国、領海 12 海里を宣言。竹島近海から日本漁船締め出し

「竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議」の設立

「竹島領土権確立隠岐期成同盟会」の設立

｢新日韓漁業協定｣（暫定水域の設定）が発効

島根県議会の超党派有志による「竹島領土権確立県議会議員連盟」が発足

島根県議会が｢竹島の日を定める条例｣を可決

島根県が島根県竹島問題研究会を設置

Ｗｅｂ竹島問題研究所の設置、竹島資料室の開設

島根県議会が「竹島の領土権確立のため国際司法裁判所へ提訴するよう政府に求める意見書」を可決

日本の領土を守るため行動する議員連盟、竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議により、
初の「竹島問題の早期解決を求める東京集会」開催

韓国･李明博大統領が歴代大統領として初めて竹島に上陸

日本政府、韓国政府に、竹島問題について国際司法裁判所（ＩＣＪ）に合意付託すること及び
日韓紛争解決交換公文に基づく調停を行うことを提案（1954 年、1962 年に続いて 3 回目）

島根県議会が「竹島領土権確立に関する決議」を可決

内閣官房に領土・主権対策企画調整室を設置

日本政府が「竹島の日」式典に初めて政務官を派遣

島根県議会が『「竹島の日」の閣議決定と「竹島の日」式典の開催を求める意見書』を可決

隠岐の島町に「久見竹島歴史館」開設。政府代表が式典出席

文部科学省が小中学校の新学習指導要領を公示、竹島を「我が国固有の領土」と明記

国土地理院が竹島の地図表記で、主要２島を「男島」「女島」とする

内閣官房が東京に「領土・主権展示館」を開館

文部科学省が高等学校の新学習指導要領を公示、竹島を「我が国固有の領土」と明記

「領土・主権展示館」が東京・虎ノ門に移転オープン

 竹島の日  2月22日 ■
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